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請 願 文 書 表（平成２７年７月２日定例会提出） 

 

請願第１２号 

敷島町二丁目宅地造成業者の都市計画法第２９条違反のおそれがある行為の是正と文書偽造に

よる宅地造成許可の取り消しを求める請願書（建設企業委員会付託） 

 

平成２７年６月２９日受理 

           

請 願 者  ●●●●●●●●●●●●●●● 

宅地造成隣接地住民 

加 藤 昭 武  外６名 

紹介議員  太 田 晃 司   

   

 

 奈良市敷島町二丁目宅地造成問題について、仲川元庸市長は平成２６年１１月２１日付で宅地

造成に関する工事の許可通知書を発行されました。しかし現場はいつ崖崩れが起こるかわからな

いような３．５メートルの擁壁工事をされ、隣接住民の安全性・快適さ・財産を守る権利を無視

した行為であると大変憤りを感じております。  

  本件は、平成２６年６月頃に旧蝶野邸の土地の山林において、工事車両による解体・伐採が行

われたことから始まり、このことについて工事事業者より９月６日に住民説明会が開催されまし

た。この住民説明会では１，７００平方メートル以上の工事説明とともに、８戸の家を建てると

説明され、１年おきに２戸ずつ建てますと説明がありました。一方、都市計画法によれば総面積

が５００平方メートルを超える宅地造成については、開発許可申請を必要とされます。この業者

は、予定地は道路幅が狭く開発許可申請ができないため、２区画の計５００平方メートル以内だ

けの申請とし、実際には将来にわたって８戸の建物を建てようとしています。このような法のす

り抜けとも捉えられかねない手法には大きな問題が残ります。 

次に、隣接住民の民事訴訟により業者の文書偽造が平成２７年４月上旬に発覚しました。業者

側が地元水利組合から交付を受けて市に提出した排出の同意書について、７月１８日と同月２０

日と、日付が異なる文書が発見され、面積欄や目的欄についても「資材置き場」「青空駐車場」

がつけ加えられるなど異なる記載が確認されました。これを受けて、奈良市は５月２０日付で私

文書偽造の疑いで奈良西警察署に対して業者を刑事告発しましたが、工事は行政指導により４月

中旬にストップされているものの、宅地造成許可については取り消しをされていない現状です。 

以上の経緯を踏まえ、敷島町二丁目への宅地造成の許可については取り消しを求め、都市計画

法第２９条違反のおそれがある事実について、以下２点の理由により正しく同法許可を得るまで

同工事停止処分を求めます。 
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（理由） 

１．水害・災害を懸念する点 

 近隣の防災対策が整備されていない中でさらに１０メートル以上の高台に８戸もの住宅が建つ

となれば、水害・災害が今後も発生する危険性があります。 

敷島町二丁目では、平成２６年６月に集中豪雨のため床下浸水に遭っています。その要因の一

つとして道路側溝の排水設備が整っておらず、近年の想定外の集中豪雨には対応できていません。

さらに下流の雨水排水の整備が整っていないため、高台に住宅が増加されることによるさらなる

水害が予測されます。よって、低い土地周辺の雨水排水設備を整えることが先決であると考えら

れます。 

また本件の土地周辺は、昭和５６年以前の、建築基準法の改正前に開発された住宅が多いため、

幅員４メートル未満の道路に住宅が密集し、乗用車でも対向が困難な場所です。違法駐車など障

害物があれば、緊急時による消防車や救急車がスムーズに通行できないことも考えられます。 

         

２．擁壁による圧迫感と日照問題、隣接住民の財産価値の低下と景観問題 

 既に３．５メートルの擁壁が設置されており、さらにその上に２階建ての住宅が建築されると

すれば、基礎も入れて約７メートルの高さが加えられることとなり、日照問題が出てきます。以

前の山林の場合でも隣接住宅地から約４メートル～５メートル奥から樹木が生えていたため、日

照時間は年間を通じて１日当たり平均５時間以上あり朝１０時頃から夕方１６時頃まででした。

しかし、合計１０メートルもの建築物が完成すれば、請願者である７名を初めとする隣接住宅は

これまで以上に日照時間が減少することが考えられます。 

  そして何よりも、刑務所のような壁の圧迫感は耐えがたいものがあります。また今後、隣接住

宅の資産価値も低下し、財産が守られなくなります。 

 


